






(参考１) 電子申請の推進方策について国税との比較検討を行う際の留意点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年金は、一度に多種類の届書を提出・・・税金は基本的に申告書のみ  

○ 同一契機で多種類の届書を提出する場合があるため、提出手続の統一などの整備を行わないと、電子申請によ

り、かえって事務が煩瑣化 

年金は、事業所が自ら行う届出が相当数・・・税金は税理士経由が大半 

○ 法人事業所の社会保険労務士の関与率は約４割(税理士の関与率は約９割) 

○ 事業所が使う給与システムが、電子申請に対応していることが重要(システム開発業者との協力体制) 

年金は事業所をターゲットにした利用促進策が効果的・・・税金は事業所のみならず、広く個人一般がターゲット 

○ 個人(国民年金)からの届出は、提出先は市町村経由であり、また給付申請は一生に１回（国税は毎年申告） 

○ 事業所(厚生年金)は、大量反復的に届出が発生。そのため、事業所における利用促進が効果的 

○ 個人を対象とする e-Tax では経済的インセンティヴが効果的。事業所を対象とする電子申請では、事務手続

の簡素化が効果的 

３ 

国税庁における e-Tax の普及のための取組施策 

○利便性の向上・・・使いやすいシステムの提供(システム開発業者への情報提供、e-Tax ホームページ(確定申告書等作成コー

ナー)の改善 

           確定申告における第三者作成書類の提出省略 

○個人一般に向けたインセンティブ(電子認証普及のための 5,000 円の税額控除) 

○積極的な広報/利用勧奨活動・・・税理士会による数値目標、e-Tax ホームページの情報提供 
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